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活力あふれる農村地域の発展事例から学ぶ

－ 土地改良事業の実施地区から －

vol.９



本事例集について

１ 本事例集は、⼟地改良事業の実施を契機として、⾼収益作物の導⼊や農作業の
効率化が進展し、所得や販売額が向上した事例や、就業機会が創出されるなど、
地域振興に結びついた事例を紹介するものです。第９弾では以下のテーマに沿った
事例を紹介しています。
① ⾷料安全保障の強化（⾷料安保）

⾷料安全保障の強化に向け、⽔⽥の畑地化・汎⽤化、畑地かんがい施設の整備等により、⻨・⼤⾖等への
転換や⾼収益作物の導⼊等が進展した事例を紹介しています。

② デジタル⽥園都市国家構想の実現（デジ⽥）
デジタル⽥園都市国家構想の実現に向け、⾃動⾛⾏農機やICT⽔管理等のスマート農業の導⼊、デジタル
技術等も活⽤した地域の特⾊をいかした取組による中⼭間地域の活性化等の事例を紹介しています。

③ 団体営事業の実施（団体営）
市町村や⼟地改良区等が主体的に地域のニーズに応じたきめ細かな整備を実施した事例について、団体営
での実施に⾄った経緯等を含めて紹介しています。

④ ⼥性活躍の推進（⼥性活躍）
基盤整備やそれを契機とした地域の取組に⼥性が積極的に参画し、労働環境の改善や商品開発等に多様
な視点を取り⼊れ、地域を活性化した事例を紹介しています。

３ 過去の事例集（第１弾〜第８弾）はこちら
https://www.maff.go.jp/j/nousin/sekkei/kousyueki-zirei.html

２ 本事例集に関するお問合せはこちら
農林⽔産省 農村振興局 設計課
〒100-8950 東京都千代⽥区霞が関1-2-1
TEL︓03-3502-8956



都道府県
市町村

地区名 事例

観点

主な作物 キーワード 頁

食料安保 デジ田 団体営 女性活躍

北海道士別市 上士別
基盤整備を契機としたスマート農業の導入による
生産コストの削減

○
水稲、小麦、

豆類
スマート農業、農地集
積、機械化

1

岩手県花巻市 小瀬川
スマート農業の導入と若手従業員の確保により経
営の発展を目指す

○
水稲、小麦、

大豆
スマート農業、環境配
慮、担い手育成

２

宮城県栗原市 金田 中山間地域における持続可能な農業経営の取組 ○ 水稲、花き
６次産業化、輸出、雇
用創出

３

秋田県鹿角市 末広
基盤整備を契機とした「ねぎ」のブランド産地化に
向けた取組

○
水稲、ねぎ、

キャベツ
機会化、ブランド化、雇
用創出

４

福島県南相馬市 飯崎 先端技術を活用した省力化・効率化の取組 ○
水稲、大豆、

玉ねぎ
スマート農業、農地集
積

５

茨城県常陸大宮市 三美
基盤整備を契機とした高収益作物の生産拠点化と
有機栽培の推進

○
かんしょ、
にんじん

農地集積、環境配慮、
６次産業化、食育

６

栃木県宇都宮市 上駒生
特色ある地域資源を活用したいちごの産地化に向けた
基盤整備

○ いちご
ブランド化、６次産業化、
農地集積

７

栃木県芳賀郡芳賀町 稲毛田 園芸産地づくりに向けた基盤整備の取組 ○
梨、キャベツ、

ねぎ
畑地化、農地集積、ブ
ランド化

８

山梨県甲州市 神金
Uターン就農者が伝統野菜を継承し地域農業を守
る取組

○
大豆、さとい
も、だいこん

環境配慮、食育、地産
地消

９

新潟県長岡市 栃堀
地域ビジョンに基づく基盤整備を契機とした中山間
地域の活性化

○
水稲、白ねぎ、

山菜
６次産業化、ブランド化、
交流人口拡大

10

富山県富山市 水橋常願寺
大区画水田ほ場における高収益作物の省力機械
化一貫体系の実証

○
水稲、

たまねぎ
スマート農業、機械化 11

福井県大飯郡高浜町 青郷内浦
農産物のブランド化と多角的農業による中山間地
域の活性化

○ 水稲
６次産業化、ブランド化、
交流人口拡大

12

岐阜県恵那市 恵那北部 「日本一の栗園」を目指し樹園地開発 ○ 栗
法人化、環境配慮、交
流人口拡大

13
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都道府県
市町村

地区名 事例

観点

主な作物 キーワード 頁

食料安保 デジ田 団体営 女性活躍

三重県度会郡玉城町 原
基盤整備を契機とした高収益作物（キウイフルー
ツ）の導入

○
キウイフルー

ツ
農地集積、スマート農
業、ブランド化

14

滋賀県東近江市 蒲生南部
地域ぐるみで水田を汎用化！大豆の契約栽培拡
大で経営を安定！

○
水稲、麦、

大豆
輸出、契約栽培 15

兵庫県たつの市 金剛山
ICT水管理を用いたスマート農業と「地域防災」へ
の取組

○
水稲、そば、

小麦
田んぼダム、スマート
農業、６次産業化

16

和歌山県有田郡有田川
町

有田川
基盤整備を契機とした観光ぶどう園「有田巨峰村」
の取組

○ ぶどう、柿 観光農園、６次産業化 17

広島県安芸高田市 原山
基盤整備により営農効率が良く生産性が高い営農
への転換

○
キャベツ、

レタス
農地集積、担い手育成、
雇用創出

18

山口県防府市 下津令 ほ場整備を契機とした集落営農法人の営農展開 ○
水稲、小麦、

たまねぎ
農地集積、雇用創出 19

徳島県阿波市
美納池・池
下

「基盤整備」＋「高度環境制御栽培施設」＋「企業誘致」
の取組

○
レタス、
白ナス

スマート農業、雇用創
出、担い手育成

20

香川県観音寺市 油井北側
地域の一体的な営農を補完する小規模な基盤整
備の取組

○
水稲、麦、

レタス
環境配慮、農地集積、
担い手育成

21

愛媛県東温市 牛渕
基盤整備と排水対策の両輪で優良農地と担い手
を確保する

○
水稲、麦、

大豆
機械化、新規就農 22

佐賀県小城市 三日月
農業法人の働きやすい環境を目指した女性経営
者の活躍

○
水稲、麦、

大豆
ブランド化、担い手育
成、農地集積

23

長崎県佐世保市 針陽
マルドリ方式による温州みかんのブランド産地化
に向けた取組

○ みかん
スマート農業、農地集
積、ブランド化

24

熊本県玉名郡和水町 十町
地域団体「夢ランド十町」を核とした「みんなが主役
のむらづくり」

○
水稲、WCS、

いちご
雇用創出、移住者増加 25

沖縄県糸満市 喜屋武
基盤整備を契機とした「美らキャロット」ブランドの
確立

○
さとうきび、
にんじん

ブランド化、地産地
消

26
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○位置
北海道士別市

○ 基盤整備により、長辺540mを超え
る大区画ほ場（最大6.8ha）を整備。

○ 事業を契機に法人に集約。

○ 用排水施設のパイプライン化によ
り水管理作業の省力化を実現。

○ ほ場の大区画化に合わせて、更
なる生産性の向上を図るため、スマ
ート農業を積極的に導入し、生産コ
ストの削減を推進。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

しべつし

【北海道士別市】基盤整備を契機としたスマート農業の導入による生産コストの削減
しべつし

農作業労働時間の削減

○ 大区画化による機械作
業の効率化や、農道沿い
に給水栓等を配置したこ
とによる水管理作業の省
力化が図られ、労働時間
が削減。

北海道
上士別地区

１

かみしべつ

○ 水稲生産の省力化等を
通じて、目標とする9,600
円/60kg以下を達成。

米生産費が約33%削減

○ 無線基地局の設置に
よりGPSガイダンスを搭
載した農作業機械の導入
が可能となったことで更
なる省力化が実現。 GPSガイダンスによる代かき作業

15.2時間

4.5時間

3.8時間

作業時間が75％減

米の生産コストの削減

70％減

15％減

28.8

5.7

(hr/ha)

約80%削減
（水口数が４割減）

米生産費の比較

農作業機械稼働時間の比較

整備前
(H21)

整備後
(H26)

GPS
導入後

(R2)

整備前（H21） 整備後（R3）

水管理作業時間の比較（H25）

整備前(H21) 整備後(H25)

基

盤

農地の大区画化と営農作業の効率化

（H21年～R3年）

基盤整備

○ 区画整理により最大で6.8haの農地へ大区画化、ターン
農道の設置。

○ 用排水施設のパイプライン化や給排水施設を農道沿い
へ配置することにより水管理作業を省力化。

整備前の農地（0.3～0.5ha）整備後の農地（最大6.8ha）

6.8ha
約540m

【整備前】
ほ場は小区画で不整形であり、農作業に

支障を来しており、大型機械の導入も困難
な状況。

小区画で不整形なほ場

地
域
の
取
組

○ 担い手を中心として、平成24年に
「上士別IT農業研究会」を設立し、農
作業の自動化、無人化を目指す。

○ 士別市が、無線基地
局の設置やGPSガイダ
ンスの導入を支援。
（平成26,27年度）

○ 事業を契機として、約80戸の個別
経営から、大きく４つの組織経営体
に集約され、営農の効率化が実現。

経営体の集約

約80戸の
小規模個別経営

大きく４つの
組織経営体に集約

１戸当たり11.8ha

１経営体当たり206.3ha

担

い

手

整備前
（H21）

整備後
（R3）

○主要作物
・水稲、小麦、豆類

○主な支援施策
・国営農地再編整備事業（H21～R3）

・国営農地再編整備IT農業推進事業
（士別市単独 H26～H27）

⾷料安保 団体営デジ⽥ ⼥性活躍

スマート農業への取組

給水栓を農道沿いに配置

用排水路のパイプライン化

ターン農道の設置

地域に設置された
無線基地局



○ 農業法人が地区の担い手として基
盤整備後の農地を集積。

○ 田植え、収穫や水管理に、スマート
農業技術を積極的に導入。

○ 労働力として地区内外から若手従
業員を確保。

○ 労働時間の削減や機械費の低減
により生産費の削減に取り組む。

○ 今後は、畜産農家と連携し、地域
内での循環型農業の構築を目指す。

30～50a区画に拡大。用排水路を分離、パイプライン化する
ことにより、水管理の合理化と用水の安定供給を実現。

【工夫のポイント】

基

盤
（H23年～H29年）

生

産

現

場

スマート農業技術の導入 生産コストの低減による収益力の向上

○ 水位センサの設置により、見回り時間を1/3程
度に低減。大区画化や畦畔管理の作業委託など
により、労働時間は全体で60％削減。

○ 中古機械の活用や、米・麦・大豆の収穫への汎
用コンバインの活用などにより、米の生産費は
40％削減。

○ 平成17年に設立した「有
限会社鍋割川ユニオン」は、
正社員９名のうち、40代以
下は５名（うち３名は地区
外）と若手従業員の確保育
成を行う。

○ 基盤整備後、地区内農地
の約８割を集積。

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
岩手県花巻市

○主要作物
・水稲、小麦、大豆、雑穀等

○主な支援施策
・県営農地整備事業（経営体育成型）

岩手県

はなまきし

小瀬川地域
こせがわ

【岩手県花巻市】スマート農業の導入と若手従業員の確保により経営の発展を目指す
はなまきし

⾷料安保 団体営

【整備前】
区画は10～20aと小さく、水路は用排

水路兼用の素掘りで断面が狭小。

（時間/10a）＜労働時間＞

ほ場整備による営農の効率化

整備前

○ 肥料の高騰など外部環境の変化に伴い、近隣の
畜産農家との連携し、家畜排泄物を活用した土づく
りを行うなど地域内での循環型農業の構築を目指
す。

（H23～H29）

デジ⽥ ⼥性活躍

整備後

鍋割川ユニオンの皆様

担

い

手

農業法人設立による営農体制の強化

○ 直進アシスト田植機を導入し技術を平準化。
○ 水位センサの設置により水管理を省力化。
○ 収量・食味センサ付きコンバインを導入し、ほ

場ごとの収量等を見える化することで、施肥設
計等に反映し作物の収量が向上。

（万円/10a）＜生産費＞

収量・食味センサ付き
コンバイン

２

収量食味センサによるほ場での
収量の差（見える化）

（H22） （H29）

60％減

（H22） （H29）

40％減



【整備前】
昭和43年から昭和44年にかけて農業

構造改善事業により整備されているが、
20a前後の狭小な区
画のため作業効率
が悪く、また畦畔等
の維持管理に時間
を要し、経営の規模
拡大に支障を来して
いた。

○ モデル的に区画拡大工事を実施するため、農
業法人でも機動的かつきめ細かな整備ができる
農地耕作条件改善事業を活用し、平均区画面
積を70aに拡大、その結果、
畦畔延長が約64％削減。

○ 作業性の向上と水管理
や畦畔草刈りにかかる維
持管理労力の低減を実現。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

○位置
宮城県栗原市 （過疎、山村、特農）

○主要作物
・水稲（米粉用新規需要米含む）、花き 等

○主な支援施策
・大規模経営体育成事業（H27～H29）

・農地耕作条件改善事業(R1～R4）

くりはらし

区画拡大による作業性の向上と維持管理労力の低減

法人の経営規模拡大と雇用の創出

○ 区画拡大により作業効率が向上し、経営規模の
拡大が可能となった。また、売上高も上昇。

【宮城県栗原市】中山間地域における持続可能な農業経営の取組
くりはらし

基盤
整備

狭小な区画

（R1年～R4年）

宮城県

金田地区
かねた

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

担

い

手

担い手協定による事業推進

○ 平成28年に地区内の２法
人８個別経営体により「金
田地区農業担い手連携協
定」を締結。

○ 現在、金田地区300haの
うち、200haを担い手に集積。

加
工

・
流
通

経営多角化の推進

○ 「農業生産法人川口グリーン
センター」では、早くから米粉の
生産、販売を開始。独自のフレ
ンドリーチェーン事業（開業支
援）を展開し、年々店舗数を拡
大(H23：8店舗→R2：20店舗)。

フレンドリーチェーン事業

で開業した渋谷店

○ 過疎化が進む地域に
とって貴重な雇用を創
出。持続可能な農業経
営と地域農業・暮らしを
支えている。

3

14

H13 R2

正社員数(人)

※社員のうち､4名が20～30 歳代
※女性も雇用(5名)

法人の経営規模

３

○ 直接販売にも力を入れ、通信販売やネット販売
に加え、令和２年度からは米の輸出にも取り組み、
アメリカへ1.6t輸出。令和2年度以降も契約継続中
（R4実績：アメリカ4.8t、フランス5t、計9.8t)。

○ 法人では、米以外にも花き部門経営による雇用
維持及び周年就労の確保のほか、地元商店が
減少する中、農産物直売所も運営。

○ 平成28年に地域農業を守るため、 ２法
人８個別経営体の担い手により「金田地
区農業担い手連携協定」を締結。

○ 農業法人でも機動的かつきめ細かな整
備ができる農地耕作条件改善事業を活
用。地区の中心的な担い手である「農業
生産法人川口グリーンセンター」が事業主
体となり実施。

○ 経営規模拡大や雇用創出など法人の
農業経営や地域生活に寄与。

○ 米粉生産・販売のほか米の輸出にも取
り組み、経営多角化を推進。
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○ ロボット、ＡＩ、ＩｏＴなどのデジタル技術を活
用した「スマート農業」を取り入れることにより、
更なる収量増、生産効率の向上及び生産コス
トの削減を目指す。

○ 大区画ほ場整備と併せ、農地中間

管理事業による農地集積、園芸メガ

団地整備による産地づくりを三位一

体で進める「あきた型ほ場整備」を実

施。

○ 営農の支障となる石礫を破砕処理

し、高収益作物への転換を実現。

○ 県内トップクラスのねぎ作付けによ

り、販売額向上を目指すとともに「末

広ねぎ」としてブランド化を推進。

○ 高収益作物の生産拡大による地域

の雇用を創出。

【整備前】
○ 地域内の水路の多くが用排兼用であり、

道路・区画ともに狭小で作業効率が悪い。

○ 高い地下水位により、排水不良が生じ
ていた。

ほ場の大区画化により営農の省力化を図るとともに、
石礫の破砕処理や地下かんがいの導入により水田の
汎用化を進め、高収益作物の生産を拡大。

【工夫のポイント】

基

盤 （H27年～）

生

産

現

場

「高収益作物」の栽培を促進 基盤整備とスマート技術が

一体となった収益力の向上

地
域
の
取
組

地域と特産品の認知度向上

○ 機械化農業の取組と併せ、暗渠排水による
地下水位の低下、石礫の破砕処理等の効果
が発揮され、ねぎの収益が向上。

○ 園芸メガ団地事業により、ねぎの集出
荷調製施設の整備や農作業機械を導入
し、作付から収穫・箱詰めまで一貫した生
産体制を確立。

担

い
手

これからの農業を守る若い担い手の確保

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
秋田県鹿角市

○主要作物

・水稲、ねぎ、キャベツ 等

○主な支援施策

・農業競争力強化農地整備事業（H27～R4）

・農地耕作条件改善事業（H30～）

・園芸メガ団地等大規模園芸拠点育成事

業（R1～R2)

秋田県

末広地区

かづのし

すえひろ

【秋田県鹿角市】基盤整備を契機とした「ねぎ」のブランド産地化に向けた取組
かづのし

農業の成⻑産業化

大区画化されたほ場

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

ドローンによる農薬散布GPS自動操舵農機による畝立て

大区画化・汎用化による営農の省力化と
高収益作物の生産拡大

ねぎ収穫状況 用排兼用土水路排水不良田

選別・出荷施設

○ 関東圏との農業交流を通じて、
鹿角市と「末広ファーム」をＰＲする
とともに、地域活性化に寄与。

○ 「末広産あきたこまち」を
ふるさと納税返礼品に採用。
今後「末広産ねぎ」を追加予定。

ふるさと納税返礼品

○ 地域雇用を積極的に進めるほか、
機械化により「農作業＝重労働」のイ
メージが払拭されたことで、若年層の
社員が増加（現在若手社員７名）。

○ 女性雇用も積極的に推進し、２名の
女性社員がねぎ担当として活躍。

○ 農地中間管理機構の活用等により、地区内農地の93%
を担い手に集積。

若手（担い手）の雇用

雪中キャベツ収穫体験

【出典：末広ファーム聞取実績】

ねぎ収量（kg/10a） ねぎ収入（千円）

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

４

末広産ねぎ



○ H22に県営ほ場整備事業に着手し
たが、H23.3東日本大震災による原発
事故により避難指示区域に指定され、
事業を一時休止（H26に事業再開）。

○ 本地区をモデル地区として、ハード・
ソフト施策を集中的に投入し、その成
果を横展開するため、「浜農業の未来
を拓く先駆けプロジェクト」を立ち上げ。

○ ほ場整備を契機に、生産組合（任意
組織）を設立（H22）、H31.2から「（株）
飯崎生産組合」に移行し、規模を拡大。

○ スマート農業技術を経営に取り入れ、
作業の省力化や効率化を図るとともに、
収量・品質の向上を実現することで、
雇用を確保し、帰還を促進。

地
域
の
取
組

区画整理や暗渠排水（約107ha）
により、ブロッコリー・玉ねぎなど高
収益作物の生産が拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

生

産

現

場

モデル地区としてハード・ソフト施策を集中的に実施 ハード・ソフト一体の取り組みによる収益力強化

○ 「浜農業の未来を拓く先駆けプロジェクト」として、
営農計画策定段階から、県（整備部、普及部）、
市、改良区、地元等が一体となり
ハード・ソフト施策を集中的に実施。
・ハード施策

地耐力増強客土、暗渠排水等
・ソフト施策

担い手への農地集積や法人化に
向けた支援、栽培技術支援等

【取組地域の概要】

○位置
福島県南相馬市

○主要作物
・水稲、大豆、ブロッコリー、玉ねぎ 等

○主な支援施策
・経営体育成基盤整備事業

・福島再生加速化交付金

・福島県営農再開支援事業

福島県

飯崎地区

みなみそうまし

はんさき

【福島県南相馬市】先端技術を活用した省力化・効率化の取組
みなみそうまし

⾷料安保 団体営

【整備前】
ほ場は10a区画と狭小で、農道

は幅員が狭く、用排水路は土水路
のため、維持管理に多大な労力。

ほ場整備による水田の汎用化

５

デジ⽥ ⼥性活躍

（H26～）

（R2～）

被災状況復旧後 ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ作付状況

客土工事

大豆生産指導
現地検討会

スマート農業技術の導入

スマート農業技術導入の主な効果

○ 農地中間管理事業を活用し、飯崎地区の農地の
約６割を飯崎生産組合に集積。

○ R３年度の玉ねぎの収量は前年比約29％増。
○ ほ場整備を契機に、新たな法人の参入やブロッコ

リー・玉ねぎなど高収益作物の生産が拡大。

自動操舵田植機

ﾄﾞﾛｰﾝでの農薬散布

○ 「（株）飯崎生産組合」では、福島
県営農再開支援事業により、以下
のスマート農業技術に係る実証事
業を実施（R2～R3）。

① 自動操舵の密苗仕様田植機の
導入。

② 自動操舵トラクターによる大豆播
種。

③ ドローンによる大豆の農薬散布。
④ スマートフォンによる水管理シス

テムの導入。

（株）飯崎生産組合
では、実証事業の
結果を基に活動を
深化予定。

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝによる
水管理ｼｽﾃﾑ

整備前

○ 密苗・直進アシスト田植機

○ 自動操舵トラクタ

○ ドローン防除

播
種
作
業
時
間

【原発事故】
H23.3原発事故で地区は

避難指示区域に指定。
営農・農地管理が不可。

草刈り等の管理が
なされていない農地

基盤
整備

(H22～25年)

復旧
復興
(H26年～)

（H22～H25）



【取組地域の概要】

○ 農地の大区画化と安定した用水利

用が可能となり、高収益作物の生産

を地区全域で展開するとともに、更な

る付加価値向上のために有機農業に

も取り組む。

○ 地区内外から多様な担い手を確保

し農地の９割以上を担い手に集積・集

約化。

○ 高収益作物の生産拡大に伴い、新

たな販路を開拓するとともに、加工・

販売による６次産業化を開始。

○ 園児による収穫体験や学校給食へ

食材を提供する「食育」も推進。

コウノトリとれんこん田

【整備前】
農業従事者の高齢化に加

え、ほ場が不整形で、農道
も狭小であることから、耕作
放棄地の増加が懸念。

区画整理により、作業効率が向上するとともに、畑地かんがい施設を
整備したことで、用水を活用して高収益作物の生産を拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

区画整理と畑地かんがい施設の整備による高収益作物の生産拡大

（H20年～R2年）

加
工
・流
通

生

産

現

場

高収益作物で販路拡大 加工・販売で６次産業化

有機栽培などの高収益作物を全域で展開

陸稲を中心とした営農から
高収益作物の生産拠点に

ドローンによる
農薬散布実演状況

基盤整備

○位置
茨城県常陸大宮市

○主要作物
・かんしょ、にんじん、ほうれんそう 等

○主な支援施策
・県営畑地帯総合整備事業（H20～R2）

・国営かんがい排水事業（H4～）

・国営附帯県営かんがい排水事業（H7～）

茨城県

三美地区

ひたちおおみやし

みよし

【茨城県常陸大宮市】基盤整備を契機とした高収益作物の生産拠点化と有機栽培の推進
ひたちおおみやし

農業の成⻑産業化⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

未整備で不整形なほ場ねぎも大型機械で収穫可能に 定植時のかん水

施設での有機栽培

○ 事業を契機に地区外からの法人が参入す
るなど多様な担い手を誘致。 （法人３、個人４）

○ 農地中間管理機構を活用し、農地の93%
を担い手に集積、集約化も実現（97%） 。

○ 法人が、新規就農希望者を研修生として
受け入れ、新たな担い手の候補を育成。

担

い
手

法人などで多様な担い手を確保

○ かんしょの販路を、大手食品加工会社との契約
取引で拡大。

○ かんしょを焼き芋、なすを漬物に加工し、道の駅
で販売するなど、６次産業化の取組を開始。

有
機
農
業
の
取
組

地区内産出額の推移（推定）
ほ場での収穫体験

焼き芋の
店頭販売

○ 参入した法人が、露地ではかんしょ、ベビー
リーフ、施設では葉物野菜などの有機農業を展
開。

○ 有機農産物以外でも、ねぎやいちごなど高収
益作物を生産・拡大。

○ 園児による有機野菜の収穫体験や、学校給
食への提供により、「食育」の機会を創出。

高収益作物の生産拡大に伴い、地区
内産出額が飛躍的に増加。

６



○ いちご団地の創設により、水稲中心の
作付から高収益作物へ転換し、収益向上
を図る。

○ 宇都宮市は、大谷石の地下採掘
場跡地の冷熱を活用して栽培するい
ちごの産地化を計画。

○ いちごの産地化に向けて、企業２
社等が事業実施主体となり、ほ場の
大区画化や農道の整備等の基盤整
備を実施。

○ 農地バンクを活用し、地区内農地
の約９割を企業２社に集積することで
いちご団地を創設。

○ 近隣の道の駅などで生産したいち
ごを販売するほか、ジャムに加工し、
販売するなど多様な販路を確保し収
益力を向上。

【整備前】
ほ場は狭小で不整形なうえ、農道に接し

ていないほ場が多く、農作業に支障を来し
ており、耕作放棄が懸念。

企業２社等が事業実施主体となり、ほ場の大区
画化や農道の整備等の基盤整備とともに、市の事
業を活用したハウス建設(R３～)により、いちご生
産の環境づくりを推進。

【栃木県宇都宮市】特色ある地域資源を活用したいちごの産地化に向けた基盤整備

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

○位置
栃木県宇都宮市

○主要作物
・いちご

○主な支援施策
・農地耕作条件改善事業 （R２～R４）

・園芸作物生産施設等整備事業（R３～：市単独）

補助事業を活用したいちご生産の環境づくり

（R3年～）
基盤整備

生

産

現

場

冷熱エネルギーを活用したブランドいちごの生産

○ 地下採掘場跡地の冷熱を地上
に引き上げ、いちごの株元を冷や
し収量増を図る「クラウン冷却」と
いう栽培方法で、「大谷夏いちご」
の生産を開始。

う つ の み や し

高収益作物の生産拡大

栃木県

上駒生地区
かみこまにゅう

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

加
工

・
流
通

収益力向上につながる多様な販売経路

○ 生産したいちごを県内ケーキ
店や近隣の道の駅で販売する
ほか、自社工場でジャムに加工
し販売することで収益力向上を
図っている。

狭い農道
整備後

うつのみやし

いちごの栽培状況

いちごジャム

担
い
手

○ 基盤整備に併せて、農
地バンクを活用し、地区
内農地の約９割をいちご
生産の担い手である企業
２社に集積。

0

88
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R1 R4

集積率(％)

88ポイント増

農地バンクを活用した担い手への農地集積
1,752 

7,902 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

R1 R4(見込み)

生産額(千円)

約4.5倍
(R4時点)

水稲･小麦･大豆

いちご

７

整備前（不整形な区画）

※生産額は県の平均的な単収、単価を用いて試算



○ 梨と露地野菜の園芸産地づくりに

向けて、水田の畑地化や舗装道路整

備等の基盤整備を実施。

○ 地域の梨農家の話合いにより、地

区外農家も加えた梨団地利用組合を

設立し、機械の共同利用等による効

率的な生産体制を確立。

○ 地域と町が連携し、外部からの農

業生産法人（企業）を誘致。

○ 農地バンクを活用し、地区内農地

の約９割を担い手に集積・集約化。

○ 農地バンクを活用し、担い手への農地
集積率が大幅に向上。換地処分後（R6）
に利用権設定し、地区内農地の約９割を
担い手に集積・集約化。

【整備前】
地域内の農地は狭小・不整形で、農道

は狭いことから、効率的な営農に支障。

水田を含む地区内の全ほ場を畑地化し、かんがい施設の整
備により用水の安定供給を図るとともに、排水路の管路化や舗
装道路の整備により農地の排水性や集出荷等の利便性を向上
させることで、梨と露地野菜の生産が大幅に拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

園芸作物の生産拡大に向けて、基盤整備により耕作条件を改善

（R2年～）

生

産

現

場

梨団地利用組合による梨の生産振興

園芸作物の生産拡大

地
域
の
取
組

○ 地域の梨農家の話し合いにより、地区外農
家も加えた稲毛田梨団地利用組合を設立。

○ ブランド梨「にっこり」の共同育苗、梨棚の
設置、共同利用機械の導入等、効率的な生
産体制を確立。

○ 分散した既存の梨畑の集約と併せて新た
に梨畑を造成し、約７haの梨団地が誕生。

○ 地域と町が連携し、外部から農業生産
法人（企業）を誘致。

○ 整備された農地において、令和４年度は、
約５haの畑地でキャベツ等を生産。

担

い
手

農業生産法人を誘致しキャベツの生産を開始

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
栃木県芳賀郡芳賀町

○主要作物
・梨、キャベツ、ねぎ 等

○主な支援施策
・県営農地中間管理機構関連

農地整備事業 （R2～）

・産地生産基盤パワーアップ事業 （国庫）

（R2～）

栃木県

稲毛田地区

はがぐんは がまち

いなげた

【栃木県芳賀郡芳賀町】園芸産地づくりに向けた基盤整備の取組
は が ぐん は が まち

農業の成⻑産業化

○ 地区全体で園芸作物の作付面積
が5.6ha（R1）から15.2ha(R4)に拡大
し、 生産額は25百万円（R1）から
83百万円(R7)に増加する見込み。

※梨は、基盤整備後(R3)に苗木を新植した

ため、R7年度頃に収穫を開始する予定。

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

狭い土砂道路狭小・不正形な区画
整備された畑地 整備された排水路と道路

整備された梨棚

にっこり

キャベツの収穫・輸送

4.4 
13.6 0.3 

10.6 20.0 

56.4 

2.3 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

R1 R7(見込み)

ねぎ キャベツ 梨 にんじん等

83百万円

25百万円

梨団地エリア

農地バンクの活用による集積率の向上
集積率・集約化率(%)

21 

70 
93 89 

0

50

100

R1⇒R6(予定) R1⇒R6(予定)

集積率 集約化率

園芸作物の生産額(百万円)
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【整備前】
○ 傾斜が大きく不整形で狭小な区画であるた

め、作業効率が
悪く営農に支障。
さらに担い手不
足により借り手
が見つからず
荒廃農地が増
加。

○ 食育活動を通して、生産者の顔が
見える安全、安心な野菜として地域
の人に広く認知。

○ 学校給食センターでの地場産物
の使用割合も年々増加。

○ Uターン就農者が基盤整備を契機

に野菜の生産量を拡大。地域に根付

いた伝統野菜を守り、地域資源の減

少を防ぐ。

○ 小学校や保育施設を対象とした収

穫体験や料理教室などにより食育を

推進。

○ 給食センターや地元レストランに野

菜を出荷し、地元食材に対する関心、

愛着を持ってもらう地産地消の取組を

実施。

小学生の収穫体験
○ 小学校や保育施設と連携し、収穫体

験や収穫した野菜によるカレー作りのイ
ベントを定期的に開催。市内の給食セン
ターにも野菜を出荷し、食育と地産地消
の両面から、地元の魅力を発信。

【工夫のポイント】

基

盤

区画の拡大による生産性の向上

生

産

現

場

伝統野菜＋無農薬栽培で高付加価値化を実現 学校給食における

地場産物の積極的な活用

地
域
の
取
組

食育と地産地消活動の推進

○ 親元でUターン就農した若手農家が、
新たに農園を設立。地域に根付いた伝
統野菜を、農薬や化学肥料を使わず栽
培することで高いブランド力が定着。

○ SNSを通じて、本地域の野菜を
広く周知し、各種イベントでも販売。
収量の少ない伝統野菜は、首都
圏のレストランへ直接出荷。

○ 地域の個人宅への野菜配達も
行うなど、新たな販路を拡大。

加
工
・流
通

インターネットを活用した販路拡大

【取組地域の概要】

○位置
山梨県甲州市（山村、特農）

○主要作物
・大豆、さといも、だいこん、たまねぎ 等

○主な支援施策
・農地耕作条件改善事業（H30～）

・農地中間管理事業（R3～）

・果樹団地化促進支援事業（県単：R4～）

山梨県

神金地区

こうしゅうし

かみかね

【山梨県甲州市】Uターン就農者が伝統野菜を継承し地域農業を守る取組
こうしゅうし

農業の成⻑産業化⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

（H30年～）

基盤整備

○ 区画の拡大
により農業機
械の導入が可
能となり、生産
コストが低減。
生産量も増加
し、安定供給
を確保。

給食の写真

地域の野菜を
使用した献立

31筆→13筆に集約 整備後 整備前

カレー作り

収穫体験

イベントへの出展

有機大豆

伝統野菜

市内の学校給食 ９



○ 明確な地域ビジョンに基づく総合的
な基盤整備 (区画整理、農業用用排
水施設整備ほか)を実施。

○ 事業を契機に核となる法人を中心と
した営農体制を確立。

○ ブランド米の出荷や、幻の酒米を原
料とする日本酒とスナック菓子メー
カーとのコラボなどにより、米の高付
加価値化を実現。

○ 事業を契機に漬物加工施設を新設
し、６次産業化を推進。

○ 農村レストラン及び農産物直売所を
開設し、地域の雇用創出と交流人口
の拡大により中山間地域を活性化。

地
域
の
取
組

【工夫のポイント】

基

盤

（H23年～）

生

産

現

場

核となる法人を中心とした営農体制の強化 明確な地域ビジョンに基づく基盤整備により
複合的な営農を確立し中山間地域が活性化○ 既存法人では、県の地域ビジョンづくり支援

（ソフト事業）を活用し、地域ビジョン計画を策定。

○ 既存２法人と事業を契機に設立した１法人を
地区の中心的な担い手として位置づけ。

○ 新法人「(農)栃堀サスカッチ」では、水稲経営のほか、露地
野菜や花ハス等の生産に取り組むなど意欲的な経営を展開。

基盤
整備

【取組地域の概要】

○位置
新潟県長岡市（特農、過疎、農振、特豪）

○主要作物
・水稲、白ネギ、山菜、さつまいもなど

○主な支援施策
・県営中山間地域総合整備事業（農山漁

村地域整備交付金、農地耕作条件改善

事業）

新潟県

ながおかし

栃堀 ほか
とちぼり

【新潟県長岡市】地域ビジョンに基づく基盤整備を契機とした中山間地域の活性化 ⾷料安保 団体営

【整備前】
○ ほ場区画は狭小かつ不整形であるた

め、農作業に支障。

○ 既設水路の老朽化により用水確保に
苦慮。

総合的な基盤整備に伴う生産性向上

加
工
・流
通

高付加価値化と６次産業化の推進

10（H22～）

デジ⽥ ⼥性活躍

ながおかし

狭小で不整形な区画

老朽化した大正時代の

農業用水用隧道覆工後の隧道

○ 地域ビジョンに位置
づけた「ほ場整備」を
本事業で総合的に実
施したことで、労働時
間が短縮され農業生
産性が向上。

○ 整備した農地を活
用し、山菜、特産の
「やわ肌ねぎ」、サト
イモ等を作付けし、
直売所等で販売して
賑わいを創出。

○ 地域資源である地
元食材を活用した農
村レストランを開設し、
地域の雇用創出と交
流人口の拡大により
中山間地域を活性化。
（年間１万５千人以上
の来客）

○ 「(農)栃堀サスカッチ」は、徹底した土
壌管理などの栽培技術を強化し、コン
テストで金匠を受賞。ブランド米の称号
を獲得。

○ 酒造会社と委託契約した幻の酒米
「一本〆」（新潟県で開発された酒造好
適米）を原料とした日本酒はスナック菓
子メーカーと食中酒としてコラボ。

○ 生産した作物を原料とした
漬物の製造や特産品の開発等を目的
に、漬物加工施設を新設。

ドローンを活用した

防除作業整備されたほ場

花ハスの
出荷作業

漬物加工施設

菅畑地区新鮮野菜祭

農村レストラン

○ 区画整理（２工区24.6ha）及び農業用用排水施設整備（水路工
0.4kmほか）を総合的に実施。

○ 大型農機の導入及び安定的な用水供給が可能となり、農業生
産性の向上及び複合的な営農へ波及。



○ ほ場整備の実施により、地区内農
地の半分が１ha以上の大区画に整備
され、コメの生産コストを大幅に削減。

○ 露地野菜などの高収益作物の導入
により、経営基盤の強化を図る観点
から、地区内水田の一部において、
スマート農業の実証試験を実施。

○ 得られた結果を他地区経営体に普
及・啓発。

○ 約26haの農地において、区画整理や客土等の整備を実施。
○ 大型農機の導入が可能となり、農業生産性の向上を実現。
○ 排水性の向上により高収益作物の導入を実現。

【工夫のポイント】

基

盤

（H27年～）

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
富山県富山市

○主要作物
・水稲、たまねぎ

○主な支援施策
・県営農地整備事業（H27～R2)

・スマート農業技術の開発・実証プロ

ジェクト（R2～R3)

富山県

とやまし

【富山県富山市】大区画水田ほ場における高収益作物の省力機械化一貫体系の実証
とやまし

⾷料安保 団体営

【整備前】
ほ場区画は平均10aと狭小なことに加

え、土水路であるため用水量不足及び排
水不良により、農作業に支障。

ほ場整備による営農の効率化

デジ⽥ ⼥性活躍

水橋常願寺地区
みずはしじょうがんじ

ドローンによる防除

生

産

現

場

スマート農業普及のための取組

大区画水田露地野菜スマート農業実証の取組

地
域
の
取
組

導入技術の効果

整備前大型機械による刈取作業 整備後

協調作業による耕起時間の削減効果

液剤散布作業時間削減効果

大型機械の導入が
困難な狭小田

○ 実証機を用いた実演会を開
催するとともに、ＪＡ広報誌等
による情報発信を行い、管内
の経営体に普及・啓発を実施。

○ ＪＡ組合員へスマート農業機
械の貸出しを行い、初期投資
を軽減するとともに、利用機会
の拡大を図っている。

○ ドローンによる液剤
散布では、散布方法
の違いにより防除時間
に差がみられ、慣行よ
りも作業時間を39～
51％削減。

○ 負担面積割合がロボッ
トトラクタ：有人トラクタ＝
59：41で最も効率が良く、
自動運転と有人機の協
調作業による耕起で作
業時間を61％削減。

実演会の様子

11
販売収入及び収量の向上

○ ロボットトラクタによる
精度の高いうね立てに
より、たまねぎにおけ
る10a当たりの収量は、
63.1％、10a当たりの販
売収入は112千円増加。

*慣行区はR2年度、実証区はR3年
度の生産結果
*富山県農業技術課調査

○ 富山県大区画水田露地野菜
スマート農業実証コンソーシア

ムを設立し、主食用米の生産
のほか、たまねぎ等の高収益
作物の普及・定着を目的に、ス
マート農業技術を用いた大区
画ほ場における超省力機械化
一貫体系の確立を目指す。

○ ロボットトラクタによる耕起・う
ね立て、環境モニタリング装置
を用いたかん水、ドローンによ
る防除等の導入により、単収の
向上や作業時間の削減を実現。

ロボットトラクタ
によるうね立て



○ 稲作だけに偏らない多角的な農業

に取り組む活動を推進し、花木や果

物等の生産を拡大。

○ ビニールハウスの活用や休耕地・

耕作放棄地を活用した高収益作物の

栽培・ブランド化を実施。

○ 地域の特性を生かし良好な景観を

形成し、交流人口を創出・拡大。

【整備前】
地域内の用排水路の多くは老朽化によ

り損傷等が著しく、また、水田からの差し
水や降雨時の流水により、湿田状態。

用排水路や暗渠排水等の整備により、農地の汎
用化や労働力軽減に繋がり、地域特産物の生産性
向上や農業経営の安定化を実現。

【工夫のポイント】

基

盤

きめ細かな生産基盤の整備による特産物の生産性向上

（H28年～R3年）

生

産

現

場

稲作だけに偏らない多角的農業の強化

○ 「高浜町総合計画」において、多角的農
業の強化を目指し、新たな産地化に対す
る取組を推進。

○ 地域内ではビニールハウスを活用した
ブドウやイチゴの果物栽培、休耕地や耕作
放棄地を活用したコウホネ、トチュウ等の
薬木、薬草の拠点栽培を実施。

○ さらに数年前に試験栽培を開始し、実っ
た「うちうらレモン」の生育が良好。国産・無
農薬の特徴を活かし、県内で加工し、町内
の６次産業化施設などで製品販売。町内
外から高く評価されており、今後、地域内
での生産拡大を目指す。

担
い
手

水田の乾田化

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
福井県大飯郡高浜町 （山村、特農）

○主要作物
・水稲

○主な支援施策
・中山間地域農業農村総合整備事業（R２～）

・農山漁村地域整備交付金（H28～）

・中山間地域等直払交付金事業（H12～） 等

福井県

青郷内浦地区

おおいぐんたかはまちょう

せいきょううちうら

【福井県大飯郡高浜町】農産物のブランド化と多角的農業による中山間地域の活性化
おおいぐんたかはまちょう

農業の成⻑産業化

老朽化した水路整備された用排水路

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

○ 畦畔にはシバザクラ、休耕地にはコス
モスを植生する等、従前になかった良好
な景観を形成。

○ 町の観光スポットとして、県内外から
多数の観光客が訪れ、地域の交流人口
拡大に寄与。

地
域
の
取
組

地域の特色を生かした魅力ある農村づくり

イチゴ

うちうらレモン

地域の取組により特産品の収益向上

コスモス

コウホネ

○ 「うちうらレモン」は、「UMIKARA（う
みから）」などの６次産業施設、「高
浜市場きなーれ」などの町内の産直
市場に出荷され、所得の向上に寄与。

販売額（円）

生産量（kg）

95,400

415,740

○ 地域農業の活性化や生産者の収
入先の一助となり、個人生産者の農
業継続の意欲維持に好影響。

【うちうらレモンの販売額と生産量の状況】

農業所得の向上

出荷されたレモン

排水不良田

うちうらレモンの
加工品販売

（レモネードの素）

シバザクラ

12



○ 栗園の造成にあたり、地域住民と

協働し植樹。

○ 新たな都市と農村の交流機会（収

穫祭等）を創出。

○ 栗の剪定枝を、場内に整備した堆

肥処理施設で堆肥化し資源循環型

農業を実現。

○ 基盤整備を契機に経営安定を図

るため「えな笠置山栗園」を法人化。

○ 栗園の造成にあたり、地元住民や小学生
等と協働で植樹祭を実施。（H23～H29）

○ 造成した栗園で、収穫祭（栗拾い、スタン
プラリー等）を開催し、都市と農村の交流機
会を創出。（H26～）

【整備前】
○ 人口減少・高齢化の進行により地域

施設が閉鎖され地域活力が低下。
○ 地元銘菓「栗きんとん」の原材料であ

る栗の供給量が不足。

○ 地域の施設が閉鎖された跡地と周辺の山林を市が購入。
○ 山林を切り開き、現地の地形を生かし大きな切盛を抑制しなが

ら栗園16.2haを造成。
○ 周回道路や、カモシカ等の食害を防止する獣害防止柵を

設置。

【工夫のポイント】

基

盤

栗園の造成により栗の地産地消（商）が拡大

（H24年～R1年）

生

産

現

場

「超特選栗」の栽培を拡大 基盤整備を契機とした収益力の向上

地
域
の
取
組

新たな都市と農村の交流機会を創出

○ 省力で高品質な栗生産体系の確立
により、収穫量や売上高が向上。

○ 県研究所開発の新技術により、省力で大
果・高品質な多収生産が可能となり、契約出荷
栗「超特選栗」の栽培が拡大。

○ 栗の剪定枝を堆肥化し栗園へ農地還元する
など資源循環型農業を実現。

ドローンによる
農薬散布実演状況

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
岐阜県恵那市

○主要作物
・栗

○主な支援施策
・農山漁村地域整備交付金（H24～R1）

・中山間地域等直接支払交付金（H26～）

・スマート農業実証プロジェクト（R3）

岐阜県

恵那北部地区

えなし

えなほくぶ

【岐阜県恵那市】「日本一の栗園」を目指し樹園地開発
えなし

農業の成⻑産業化

○ 更なる省力化、収量増に向け、リモ
コン式草刈機、ドローンを活用した防
除作業、バキュームによる収穫等、
「スマート技術」を取り入れた営農体
系の実証を開始。

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

加
工
・流
通

経営安定を図るため法人化

○ 「日本一の栗園」を目指し、経営安定を図
るため「えな笠置山栗園」を法人化。（H28）

○ 出荷量の増加と合わせ雇用を拡大。
○ 令和元年には地元の菓子業者と契約出

荷体制を確立。
13

担

い

手

閉鎖した地域の施設（H12）

収穫期の超特選栗

地元銘菓「栗きんとん」

0

5

10

H28 R1 R3

収穫量（t）

0

1,000

2,000

H28 R1 R3

売上高（万円）

新技術（低樹高・超低樹高栽培）

バキュームによる
栗の収穫作業

リモコン式草刈機
による除草作業

植樹祭

収穫祭

3.9

8.0

2.0
724

1,751

349

約４倍！ 約５倍！

整備前（H17）整備後（R1）



【整備前】

柿を主体とする樹園地だったが、販
売価格の低迷、後継者不足などの課
題により、営
農の存続が
難しく遊休農
地が増加。

○ 遊休地を含む約7.3haの農地全ての集積・集約
を図るとともに、高収益作物（キウイフルーツ）の
生産に適した営農
環境の整備を早期
に進めるため、生産
者自らが事業主体
となり、ハードとソフ
ト対策を実施。

○ 柿や桃の販売価格の低迷や生

産者の高齢化に伴い、増加してい

た遊休地を活用するため、地権者

約50人の土地を営農法人が一手に

借受け、集積・集約。

○ ICTを活用したかん水管理と養液

栽培により営農労力を節減。

○ 防風ネットの設置や数値による

科学的な農業へ移行を図り、高収

益作物（キウイフルーツ）の栽培に

適した営農環境を整備。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

生

産

現

場

担

い

手

○位置
三重県度会郡玉城町（半島）

○主要作物
・キウイフルーツ

○主な支援施策
・農地耕作条件改善事業（R1～R5）

わたらいぐんたまきちょう

キウイフルーツ園地への転換

先進地の栽培技術等の導入

キウイ生産のための基盤整備を実施 高収益作物（キウイフルーツ）の導入

による新たな特産品の創出

○ 本州最大級の「玉城キウイ園地」7.3haに
おいて令和４年度初収穫を行い95tを収穫。

○ 土壌水分等の計測や
適切なかん水管理により、
将来的に年間300t程度
の収穫を目指す。

○ 今後、玉城町の事例を参考に県内に30haの
キウイ園地の開発を行うとともに、出荷規格
外品を活用したスムージーやアイスクリーム
などの加工品を展開し、地域の活性化に繋げ
ていく。

加
工

・
流
通

○ 地域の担い手である「農地所有適
格法人浅井農園」は、先進地である
ニュージーランドから新しい栽培技術
や品種を取り入れ、科学的農業へ移
行して経営の安定化を図る。

メーカーと連携したブランド化

整備された圃場

○ キウイ販売大手メーカーと連携し、
三重県玉城産ブランドとして販売。

○ キウイの出荷時期は、南半球の
４月～10月頃に対して、北半球の
日本は11月～3月頃であり、流通が
確保できる。

○ ICTを導入し、土壌水分を計測する
ことで、適切なかん水管理と養液栽培
に切り替え営農労力を節減。

○ 防風ネットや果樹棚を設置し、キウ
イ栽培に適した営農環境を整備。

【三重県度会郡玉城町】基盤整備を契機とした高収益作物（キウイフルーツ）の導入
わたらいぐんたまきちょう

基盤整備

狭小で不整形な区画

（R1年～R3年）

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

原地区
はら

三重県 「玉城キウイ園地」での初収穫

養液土耕栽培

遊休化した農地整備されたキウイ園地

ブランド化された
キウイフルーツ

ニュージーランド
から取り入れた

アンダーバインネット
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地元が補助事業を活用する際にハードルとなる事務作業をＪＡが行う
ことで、希望する全ての集落営農法人が暗渠排水を迅速に整備。

基

盤

暗渠排水の整備による汎用化でほ場の活用可能性が向上

地

域

の
取

組

地域一体となった販路拡大 高収益作物の作付面積の拡大と所得向上

○ 全農とＪＡ、大手豆乳メーカーが連携した契約栽
培を持ちかけ、集落営農法人の栽培面積拡大。

○ 豆乳用の新品種大豆「すみさやか」の作付面積
は２年で急増し、出荷量の増（約７倍）に伴い、所
得の安定向上に貢献している。

○ 以前からJAが中心となり、
「すし米」の契約栽培や輸出等
の先進的な取組を地域ぐるみ
で推進。

○ ＪＡが基盤整備の分野でも地
域を主導したことで、まとまった
農地で排水改良がなされ、大豆
の産地化が進んだことにより企
業との契約栽培を呼び込む。

（R2年～）

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
滋賀県東近江市

○主要作物
・水稲、麦、大豆等

○主な支援施策
・経営体育成基盤整備事業（Ｓ５４～）

・農地耕作条件改善事業（Ｒ２～）

滋賀県

がもうなんぶ

【滋賀県東近江市】地域ぐるみで水田を汎用化！大豆の契約栽培拡大で経営が安定！
ひがしおうみし

農業の成⻑産業化

【出典：
令和３年度 JA滋賀蒲生町農談会資料】

⾷料安保 デジ⽥ ⼥性活躍団体営

ひがしおうみし

蒲生南部地域

【工夫のポイント】

○ 以前からＪＡが中心となり、「すし米」
の契約栽培や輸出等、先進的な取組を
地域ぐるみで推進。

○ 営農に支障となるほ場の排水不良の
解消に向け、JA主導で暗渠整備を推進
（整備を希望する法人の取りまとめ、事
務支援等） 。

○ 大手豆乳メーカーと全農が、まとまっ
た汎用化水田が存在する当地域に着目。
豆乳用の新品種大豆「すみさやか」の契
約栽培面積が急拡大し、農業の所得向
上に貢献。

排水不良の状況排水不良が解消され汎用化されたほ場

7.1

52.3

0 20 40 60

R1

R3
汎用化で
大豆栽培が可能に

暗渠排水管の敷設状況

新品種大豆
「すみさやか」

現地研修会
に参加する
若手農業者

加工用大豆の
契約栽培ほ場

【整備前】

過去に整備された水田の排水
不良により、高収益作物への転
換等、営農の新たな展開に支障。

担

い

手

○ 集落営農組織の法人化や若
手農業者の組織化を進めるとと
もに、研修会などを通じた組織
間連携を促進し、市場ニーズを
捉えた生産体制を拡大・強化。

組織間連携と生産体制の強化

約７倍！

「すみさやか」の出荷量（ｔ）
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○ ほ場整備の実施により農地の大区
画化を図り、大型機械やラジコン機械
の導入を実現。

○ 農地中間管理事業を活用し、担い
手へ農地を集積・集約化。野菜団地を
創設するとともに、加工・販売、商品の
ブランド化を推進。

○ 農業就労者の高齢化が進む中、給
排水栓設備のICT化により水管理労力
が半減。

○ 自動排水栓を用いたスマート田ん
ぼダムにより、降雨時における水田か
らの流出量を大幅に低減。地域防災
力が向上。

担
い
手

○ 栽培した大豆、米、トウモロコシ
の加工・販売による６次産業化。

○ 無添加「ほっとするお味噌」は
ひょうご推奨ブランドを取得。

県営ほ場整備事業により整備された95.8haの農地のうち、担い手である
「㈱たつのアグリ」が管理する農地は44ha。うち２割にあたる9.4haにおいて
自動給排水栓設備を導入。

【工夫のポイント】

基

盤

生

産

現

場

大型機械等の導入による
営農の効率化・ほ場の汎用化

ICT機器の導入による省力化・治水効果の向上

○ 大型機械の導入やラジコン
ボートを用いた除草剤散布等
により、営農の効率化と品質向
上、コスト削減を実現。

○ 高収益作物のトウモロコシ栽
培や、市内食品メーカーとの大
豆等の契約栽培を実施。

【取組地域の概要】

○位置
兵庫県たつの市

○主要作物
・水稲、そば、小麦、トウモロコシ、大豆等

○主な支援施策
・県営農地整備事業（経営体育成型）

・スマート田んぼダム実証事業（R3)

【兵庫県たつの市】ICT水管理を用いたスマート農業と「地域防災」への取組 ⾷料安保 団体営

水管理のICT化による営農の効率化

加
工
・流
通

高付加価値化と６次産業化の推進
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（H3～H11）

デジ⽥

(香住町)
浜坂町

温泉町

(竹野町)

(城崎町)

(豊岡市)

(村岡町)

(美方町)

(日高町)

(但東町)

(和田山町)

(山東町)

(朝来町)

(生野町)

南光町

(波賀町)

(一宮町)(千種町)

(山崎町)

佐用町

新宮町

上月町 三日月町

御津町

揖保川町

黒田庄町

夢前町

吉川町

(淡路町)

(津名町)

(北淡町)

(一宮町)

(東浦町)

龍野市

三木市

西脇市

香寺町

(出石町)

（関宮町）

（大屋町）

（八鹿町）

（養父町）

（青垣町）

（春日町）

（山南町）

（氷上町）

（市島町）

（柏原町）

（西淡町） （三原町）

（緑町）

（南淡町）

安富町

⼥性活躍

金剛山地区
こんごうさん

自動排水栓

自動給水栓

○ 農地中間管理事業を活用し、
「㈱たつのアグリ」へ農地を集積・
集約化。

（整備区域の約46％(44ha)を集積） トウロモコシ栽培

兵庫県

二次
整備
（R3年）

47.2

100

金剛山

一般ほ場 管理時間が
半減！！

降雨時の流出量が
大幅に低減！！

スマート田んぼ
ダム実施区域

ラジコンボート

大型農業機械

管理労力調査結果【一般ほ場を100としたときの作業時間】

○ 遠隔操作が可能なICT機器（自動給排水栓設備）
の導入により、更なる管理時間の短縮、省力化。

スマート田んぼダム
降雨時【一斉貯留】

○ 遠隔操作が可能な自動排水栓を用いたスマート
田んぼダムにより、治水（貯留）効果が大幅に向上。

一般ほ場

田んぼダム

スマート田んぼダム

スマート田んぼダム
【一斉排水】

水
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㈱たつのアグリ
管理農地区域

担い手への農地集積

整備前

基盤
整備

（H3年～H11年）

【整備前】

ほ場は狭小・不整形
で、効率的な農作業に
支障。



○ 多様化する国内外の消費
者ニーズに対応するため、体
験型観光農園を展開(スタッ
フは8割が女性)。また、水洗
トイレ等、来場者をもてなす
環境も整備。

○ 大区画のほ場を造成し、共同機械の導入と観光
農園の取組によりぶどうの作付面積は２倍に、畑
地かんがい施設の整備により反当たり収量は1.6倍
に増加。(有田落葉果樹生産組合への聴き取り)

○ 来園者や生産者スタッフに配慮した環境が整っ
たことで女性の就業者が地区全体の70％超に、ま
た、来場者数も整備前の約1.3倍に増加。

快適なトイレ

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍【和歌山県有田郡有田川町】基盤整備を契機とした観光ぶどう園「有田巨峰村」の取組み
ありだぐんありだがわちょう

加
工･

流
通

○ 大区画のほ場が造成されたことで、農業生産性
が向上し、高収益作物の生産が拡大。

○ 畑地かんがい施設を整備することで作物の品質
と収量が向上。

○ ほ場整備、農業用水の確保によりぶ

どうの品質向上、収量増を実現。

○ 大規模農業に対応するため、スピード

スプレーヤを導入し、共同防除を開始。

○ 消費者ニーズに応じて、市場出荷型

から観光農園型へシフト。

○ 来場者への配慮として、衛生環境が

整備された結果、生産者スタッフにも優

しい環境となり、女性の参画率がアップ。

【整備前】
急傾斜で不整形な農地は、農作業の省力

化や高収益作物への転換に支障。

【工夫のポイント】

基

盤

大区画化及びかんがい施設等、段階的な基盤整備

生

産

現

場

生産組合の設立と共同防除の取組 基盤整備と地域の取組(ハード＆ソフト)
により収益力がUPし、女性が活躍

消費者ニーズに応じて販売形態をシフト
地

域
の
取
組

○ 生産組合を設立し、共
同出荷施設を整備すると
ともに、スピードスプレー
ヤによる共同防除を開始。

【取組地域の概要】

○位置
和歌山県有田郡有田川町（過疎・半島）

ありだぐんありだがわちょう

和歌山県

○主要作物
・ぶどう、柿 等

○主な支援施策
・団体営農地開発事業(S49～S54)

・団体営かんがい排水事業（S59～S61）

・水利施設等保全高度化事業(R4～R8)

ため池下流域の状況大区画化されたほ場

SSを活用した共同防除

（S49年～S61年）

基盤整備

かん水の状況

「有田巨峰村」の魅力を高める６次産業化

○ 圧巻のロケーション
を活かし、園内にカフェ
を開設し、四季折々の
特産品を提供。 テラス席からの

眺望

女性の就業者が
8割以上の農園も

17

川口地区
かわぐち

園内のぶどうを
用いたタルト

手散布による防除整備前の川口地区

20,000

15,000

70

50

S62 H30 H23 H30

50

100

0 0

＜働く女性の割合＞

(％)

＜観光ぶどう園来場者数＞

20,000
(人)

10,000

約1.4倍！

約1.3倍！

21 (ha)
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20
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＜ぶどうの作付面積＞ ＜反当たり収量＞

約２倍！
約1.6倍！



○位置
広島県安芸高田市

○ 区画整理やかんがい施設，暗渠排
水等の基盤整備により、まとまりのあ
る営農効率の良い農地を確保。

○ 農地整備の計画に合わせ、県内外
からの新たな担い手の参入を推進。

○ 実需者ニーズが高い高収益作物を
大規模に生産することで、産地収益性
を向上。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

あきたかたし

農地の大区画化と生産条件の改善

（H26年～R3年）

基盤整備

○ 農地の大区画化・排水対策等の基盤整備により、実
需者ニーズに対応した高収益作物の生産を実現。

基盤整備と地域の取組が
一体となった収益力の向上

広島県
原山地区

持続的な地域雇用の創出

はらやま

暗渠布設状況

基盤整備前

新規参入企業
（イオンアグリ創造）

新規参入企業
（モスファームすずなり）

○ 新たな担い手として企業が参加す
ることにより、地域雇用を創出。

○ 地元高校から新卒採用を行い、
担い手を確保するとともに、地域の
方をパートタイムで雇用。 レタスの収穫状況

基盤整備後
かんがい施設

【整備前】
戦後の緊急開拓事業により実施したまと

まりのある農地が、担い手の高齢化、施設
の老朽化等により、遊休化。

農業の成⻑産業化⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍基盤整備により営農効率が良く生産性が高い営農への転換 【広島県安芸高田市】

加
工
・流
通

生
産
現
場

担
い
手

○ まとまった農地を確保し、区画
整理や排水対策等を実施するこ
とで、担い手が求める営農効率の
良い農地を確保。

集積率 31％ ⇒ 92％

○ 新たな担い手（企業）が持つ
独自の販路を活用することで、
収穫から流通における省力化
及び収益性の向上を実現。

貯蔵施設（保冷庫）

収穫

流通ノウハウの活用と出荷コストの縮減

労働生産性の向上

○ 営農効率の良いまとまった農地を確保するこ
とで、県内外からの新たな担い手（参入企業）へ
の集積が進み、農業生産額が増加。

R3実績事業実施前
（H25）

１５百万円

主要作物等
（レタス、ネギ等）

水稲

６９百万円

約４．６倍

あきたかたし

○主要作物
・キャベツ、レタス 等

○主な支援施策
・農業競争力強化農地整備事業

（経営体育成型） （H26～R3）

○ 新規参入企業による地域雇用の創出など、
事業をきっかけとして地域が活性化。

18



○ 大区画化、汎用化により、営農効
率の良いほ場が整備され、担い手へ
の農地集積・集約化を促進。

○ 事業を契機に、担い手となる農事
組合法人を設立。（平成25年）

○ 米や小麦といった土地利用型作物
と併せて、たまねぎやキャベツなどの
高収益作物を導入し、多様な作物生
産による収益性の向上を実現。

コウノトリとれんこん田

H29.9月東京初出荷

【整備前】
不整形で狭小な農地であり、地区北側

の河川は水位が高く、洪水時の排水が
困難になることから、

水稲主体の個別営農。

区画整理による基盤の嵩上げ、用排水路の分離、地
下水位制御システムの導入、用水のパイプライン化等
により、ほ場の排水性の改良や農作業の効率化が図ら
れ、法人による畑作物の生産が拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

ほ場整備による営農の効率化

（H23年～R3年）

生
産
現
場

農事組合法人による営農体系の確立 区画整理による農地集積と

畑作物の生産拡大

○ 集落営農法人の構成員の高齢化等に
対応し、地域農業の持続的発展を目指
すため、防府市大道地域の3集落営農法
人と認定農業者が共同出資して株式会
社(集落営農法人連合体)を設立。

○ 連合体では、ドローンを活用した農薬
散布や資材の共同購入、機械共同利用
による各法人のコスト縮減や、人材育成
へ取り組む。

地
域
の
取
組

集落営農法人連合体の設立

○ ほ場整備と、それを契機に設立さ
れた集落営農法人による営農を進
めることで、担い手への農地集積・
集約化の促進や畑作物の生産額向
上が図られた。

○ 地域の豊かな農業を守っていくため
「農事組合法人下津領」を設立。

○ 水稲主体の営農から、小麦、たまね
ぎ、キャベツ等の作物の栽培へ転換。

○ キャベツの生産は、女性理事が担っ
ており、調整作業等では地域へ貢献す
るために地元の方を雇用。

地下水位制御システム
整備前全景

基盤整備

【取組地域の概要】

山口県

下津令地区
しもつりょう

ほ場整備を契機とした集落営農法人の営農展開 農業の成⻑産業化

降雨時湛水状況（整備前）
高収益作物栽培（キャベツ）

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍【山口県防府市】
ほ う ふ し

○位置
山口県防府市

ほ う ふ し

○主要作物
・水稲、小麦、たまねぎ、キャベツ 等

○主な支援施策
・農業競争力強化農地整備事業（H23～R3）

・多面的機能支払交付金（H19～）

ドローンによる農薬散布

共同利用機械（麦播種）

キャベツの出荷調整

タマネギ収穫

585

24倍

24

300

H22 R3

畑作物の生産額（万円）
（万円)

0

600

(ha)

0

H22 R3

38.5

集積率 94％

20

40

0

担い手の農地集積（ha)
（地区面積41.1ha）

0

H22 R3

99

50

0

100

担い手経営農地の
集約化率（％）

(％)

畑作物生産拡大(麦)
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○ 地域農業の競争力強化を図るため、

区画整理等によりスマート農業導入の

ための基盤を整備。

○ 施設園芸企業を誘致し、スマート農

業による実証と普及拠点となる高度環

境制御型園芸ハウスを整備。

○ 産官学連携による次世代人材育成

を実施。

【整備前】
区画が狭小、農地に段差が

あったことから、広がりのある基
盤の整備が必要。

区画拡大と排水改良、水質の良い用水の安定確保により、
施設園芸の導入が可能となり、高収益作物の品質・収量が
向上。

【工夫のポイント】

基

盤

基盤整備の実施と吉野川北岸用水の利用による
高度環境制御型園芸ハウスの導入

（R1年）

生

産

現

場

高度環境制御型園芸ハウスの導入 スマート農業を活用した

地域農業モデルの推進

地
域
の
取
組

農産物の高付加価値化（国産）の取組

○ 高収益トマト生産モデル
の実証と普及拠点として、
企業が高度環境制御型園
芸ハウスを整備。・・・。

加
工
・流
通

人材育成と地域貢献

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
徳島県阿波市

○主要作物
・レタス、白ナス、ミニトマト等

○主な支援施策
・農地耕作条件改善事業（R1）

・強い農業･担い手づくり総合支援交付金
（R1～R2）

・県営土地改良総合整備事業(H8～H10)

・国営かんがい排水事業（S46～H元）

徳島県

美納地･池下地区

あわし

みのうち･いけのした

【徳島県阿波市】「基盤整備」＋「高度環境制御栽培施設」＋「企業誘致」の取組
あわし

農業の成⻑産業化

20

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

○ 次世代を担う人材育成に向け、県、
市、徳島大学、参入企業等が連携協定
を締結。・

○ 農業を魅力ある職業にすべく、市内
小学生の見学を受け入れ、新しい農業
の姿として紹介。・

農地耕作条件改善事業
区画整理の状況

幹線用水路

広がりがある農地
着手前

段差あり
池田ダム取水口

ファームポンド

○ 担い手に農地を集積・集約
するとともに、スマート農業技
術の導入により生産性を向
上。輸入品から国内生産へ
シフト。

高度環境制御
園芸ハウス

用水
利用

区画が狭小

園芸ハウス内の
栽培状況

産学官連携協定の締結

小学生の見学受入れ

施設園芸アカデミーの
実践研修

従業員
（立ち上げメンバー）

整備後

1,068

3,595

0

1000

2000

3000

4000

全国平均 計画(３年目)

農業所得（千円／10a）

○ 業務用途のトマトは海外からの輸入が
大半を占める中、国内大手コンビニチェー
ンやハンバーガ－チェーンなどと取引のあ
る商社への契約出荷を増進。・

徳島県産ＧＡＰ認証
野菜を使用した商品

全国平均の
３倍以上を

目標

○ 県内農家を対
象とした「施設園
芸アカデミー」の
開講により次世
代の人材を育成。

○ 現地採用として
20名を雇用。役
員2名は会社設
立のため移住。



○ 農地耕作条件改善事業の創設に
より、小規模な基盤整備でも団体営
事業による実施が可能。

○ 地方自治法が改正され、認可地縁
団体へ登記が可能となる特例制度に
より、共有地の解消の目処が立った。

○ 取り残されていた本地区が整備さ
れ、地域の一体的な営農を補完。

○ 小規模な基盤整備を活用し、地域

の一体的な区画整理が完了したこと

により、農地集積や高収益作物の導

入が促進され、農家の所得向上を実

現。

○ 畜産農家と連携した堆肥の施肥に

よる環境保全型農業の実践。

○ 集落営農組織が中心となって、農

作業機械の操作研修などの支援によ

り、地域の後継者を育成。

【整備前】
平成6年度から基盤整備に取り組

んでいたが、本地区4.1haにおいて
は、共有地の相続の権利調整等が
難航し、取り残されていた。
共有地は遊休
農地化し、雑草
等の管理不足
による問題が
発生。

【工夫のポイント】

基

盤

地域の営農を補完する小規模な基盤整備

基盤整備による

生産額の向上

○ 担い手による営農転換
により、地区内の作付
面積約100％UP。

○ 高収益作物の導入と
農地利用率の向上によ
り、生産額が大きく向上。

○ 畜産農家と連携し、堆肥を農地
に還元することにより、各ほ場の
化学肥料の使用量を平均して2/3
程度に低減。

耕畜連携による環境保全型農業

（H29年～R1年）

基盤整備

【取組地域の概要】

【香川県観音寺市】地域の一体的な営農を補完する小規模な基盤整備の取組
かんおんじし

農業の成⻑産業化
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○位置
香川県 観音寺市

○主要作物

・水稲、麦、レタス、ブロッコリー、たまねぎ等

○主な支援施策

・農地耕作条件改善事業(H29～R1) 

・多面的機能支払交付金(H19～）

香川県

かんおんじし

油井北側地区
ゆいきたがわ

地域全体のほ場整備率94.4％
（整備面積25.4ha/全体26.9ha）

酪農家へ提供する稲わら

農地中間管理機構を活用した集積促進

○ 集積率に応じた地元負担を軽減する県
単事業や農地中間管理機構の活用によ
り、担い手への農地集積を促進し、高収
益作物の耕作面積も増加。 0

50

100

事業前 事業後

油井北側地区の集積率

17.1％

60.0％

（％）

42.9％増加

工事前の遊休農地

地域で支える農業

○ 油井営農支援組合（集落営農組織）が中心と
なって、農地の流動化や農機具の共同利用を
行い、担い手だけでなく、地域で支える農業を
推進。

○ 各種農業機械の操作研修や大型特殊免許
取得への支援を行い、オペレーターの後継者育
成に取り組んでいる。

営農支援組合の麦刈
（大型農機の共同利用）

牛ふんを使用した堆肥

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

生

産

現

場

地
域
の
取
組

担
い
手

たまねぎ

レタス

0

1

2

3

4

5

6

7

8

事業前 事業後

油井北側地区（4.1ha）の

作付面積

水稲 小麦 高収益作物

（ha）

2.4ha

作付面積
約100％UP

3.9ha
0.4ha

1.9ha

1.4ha

3.5ha

7.2ha

利用率
約80％

利用率
約170％

0.7ha



【整備前】
○ 狭小かつ不整形なほ場であり、道路も狭

小のため、非効率的な営農形態。
○ 河川や高速道路、宅地等に囲まれ大規模

なほ場整備が難しい上に、雨水が集まる地
形でしばしば湛水被害に見舞われ、汎用化
が困難。

○ 区画整理は地域の細かいニーズに応えられる
団体営で実施し、効率的な営農が可能なほ場に
再編するとともに、排水路整備は周辺地域も含
めた広範囲において県営で実施し、湛水被害の
解消と汎用化を推進。

○ ほ場が狭小・不整形なことに加え、
地形的条件により、たびたび湛水被害
が発生し、担い手の耕作意欲の低下
や遊休農地の拡大が懸念された。

○ 地区の課題に対し、市と県が連携、
役割分担し、区画整理と排水対策を展
開。

○ 区画整理と排水対策により営農効
率の向上、高収益作物の安定生産が
実現。

○ 認定農業者が増加し、近隣地域へ
も基盤整備の取組が波及。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

.

基

盤

生

産

現

場

○位置
愛媛県東温市 (山村、特農)

○主要作物
・水稲、麦、大豆、花き、いちご

○主な支援施策
•農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金

(H23～H28)

•農業基盤整備促進事業(H28)

•農地耕作条件改善事業(H29)

•経営体育成基盤整備事業(排水対策型)
(H22～H24)

•水利施設整備事業(排水対策特別型)
(H25～H28)

とうおんし

役割分担を行い効果的な基盤整備を展開

農作業の効率化と湛水被害の未然防止 意欲ある担い手の確保と高収益作物への転換

○ 基盤整備を契機に新規就農者が増加。
○ 認定農業者数は約２倍になり、さらに近隣地域へ

も基盤整備の取組が波及。

地
域
の
取
組

愛媛県

牛渕地区

地区意見を事業に反映し優良農地を確保

○ 区画整理と並行し、周辺地域を含めた広範囲で
の排水対策の必要性を考慮した整備計画を提案し、
関係者の合意形成を図った。

○ 団体営と県営を両輪とした事
業の実施を実現させ、優良農
地の構築に繋げた。

○ 区画整理により大型の農業機械や運搬車両の

導入が可能となり作業が効率化。

○ 湛水の不安が解消され、水稲

に加えて花き(路地、ハウス)、い

ちごなどの高収益作物の安定生

産が実現。

【愛媛県東温市】基盤整備と排水対策の両輪で優良農地と担い手を確保する
とうおんし

基盤整備
(H23年～H29年)

うしぶち

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

排水路の整備状況

耕作意欲の低下と遊休農地の拡大が懸念。

0

5

10

５人

９人

平成22年 令和４年

(人)
認定農業者数

パンジーの栽培状況

パンジーの苗

○ 今後、シクラメンなどの高
収益花きの栽培を予定して
おり、品質第一で栽培に取り
組み、販売額の増加につな
げていくこととしている。 22

湛水状況
団体営事業受益地
県営事業排水路

牛渕東地区牛渕西地区

航空写真(整備後)

平面図（整備前）
高速道路

工業団地
重信川

約２倍



○ ほ場整備や暗渠排水の
整備により水田を汎用化し、
大麦（もち麦等）や小麦を安
定的に生産。

○ ブランド化した特別栽培米
やもち麦を店頭やＨＰで販売
し、高付加価値化を実現。
作付面積も増加（S60：8ha→
R４：29ha） し、更なる収益向上を目指す。

80

100

120

整備前(R1) 整備後(R2)

0

1000

2000

3000

4000

一般価格 法人

○ 暗渠排水の整備により、耕
作条件を改善したことで、担い
手による農地集積が促進。

【整備前】
ほ場は狭小で不整形。水はけも悪いことから、

担い手への農地集積や担い手が望む農業の
展開に支障。

【佐賀県小城市】

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

○位置
佐賀県小城市

○主要作物
・水稲、麦、大豆

○主な支援施策

・県営圃場整備事業（S43～S60）

・県営土地改良総合整備事業（H３～H24）

・農地耕作条件改善事業（R１～R２）

（S43年～）
基盤整備

生

産

現

場

地
域
の
取
組

○ H17に農業法人「七島農産」を
設立。特別栽培米や麦、大豆を、
「ななしま家」としてブランド化。

○ 経営に女性も参画し、需
要者のニーズを捉え、酒米
やパン用小麦の栽培にもチ
ャレンジ。

お ぎ し

三日月地区

お ぎ し

佐賀県

みかつき
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ほ場整備などによる耕作条件の改善

狭小で不整形な区画

（参照：国土地理院地図HP）

ほ場整備や暗渠排水などの整備により、地区内
の耕作条件を改善。担い手のニーズに応じた
農業展開が可能。

整備されたほ場

ブランド化の推進

女性が働きやすい環境づくりと担い手育成

特別栽培米の販売

農業法人の働きやすい環境を目指した女性経営者の活躍

○ ほ場整備などの実施により担い手

への農地集積が進み、法人を設立。

○ 生産した特別栽培米やもち麦等を

自ら販売し、ブランド力を強化。

○ 農業女子グループの結成により、

マルシェなどの新たな活動や情報交

換が活発化。

○ 法人では、作業内容などを工夫し、

女性が働きやすい環境づくりを実現。
（参照：国土地理院地図HP）

地域全体の農地集積促進

法人によるブランド力の強化

特別栽培米価格（円/5kg）

水はけが悪い農地

5割アップ

○ 女性専用のトイレ設置など、
女性が働きやすい環境づくり
を進めている。

○ 女性経営者は、県の農業
女子グループ「カチカチ農楽
が～る」の一員。マルシェや
会員座談会など、女性のつ
ながりを活かした活動を展開。

女性経営者の検査状況

100%

117.3ha

担い手集積面積（ha）、集積率（%）

96.7%

105.2ha

農地利用図

慣行
栽培米

ブランド化
＋

特別
栽培米

暗渠排水整備後の農地

○ インターンシップ生等の受入れを行い、担い手
育成に取り組む。

加
工
・流
通

酒米の栽培



○ かんがい施設の整備によりマルドリ

方式の導入が図られ、安定したかん水

制御により、収量増やブランド率向上

を実現。

○ JAながさき西海を中心に、かんが

い施設を利用したスマート農業技術の

実証プロジェクトへ取り組む。

○ 小規模な園内道や防風ネット整備、

共同トイレの設置等、営農条件の改善

と向上を実施。

○ JAながさき西海が中心となり、基
盤整備地区内で、土壌水分に応じて、
スマートフォンでかん水を制御 し、品
質向上等に向け、生産管理システム
のスマート化の実証に取り組む。

【整備前】
不安定な天水に依存し、干ばつ時など

に用水不足が発生。近隣井戸からのくみ
取りによる防除、夏場のマルチシートの
張り剥しに多大な労力。

かんがい施設の整備により、かん水に係る労力の軽減や
きめ細かな肥培管理によるみかんの品質・収量の安定化
が図られ、経営が安定化。

【工夫のポイント】

基

盤

かんがい施設の整備による
労力の軽減と品質・収量の安定化

（H27年～）

生

産

現

場

西海型マルドリ栽培の実証

マルドリ方式でブランド化を促進 基盤整備と地域の取組が

一体となった収益力の向上

地
域
の
取
組

○ マルドリと自動かん水装置付液肥混
入器導入により作業時間を削減。

○ マルドリ方式※によりみかんの平均糖
度が12．8度から13．2度に上昇。「味
まる」の５％程度が「味っ子」になるな
どブランド率が向上し、収量の安定化
に寄与。

○ 果樹経営支援対策事業を活用し、小
規模な園内道や防風ネット等を整備し
て営農条件を改善。

○ 地区面積の85％以上を担い手18人に集積。
○ 共同トイレ等を整備し、みかん収穫時の雇用

労働者等の営農環境を改善。

担

い
手

担い手への農地集積の促進

基盤
整備

【取組地域の概要】

○位置
長崎県佐世保市

○主要作物
・みかん

○主な支援施策
・県営畑地帯総合整備事業（H27～）

・果樹経営支援対策事業（実施中）

・スマート農業技術の開発・実証プロ
ジェクト（R2～R3）

長崎県

させぼし

しんよう

【長崎県佐世保市】マルドリ方式による温州みかんのブランド産地化に向けた取組
させぼし

農業の成⻑産業化⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

針陽地区

⻄海型マルドリ栽培の実証

電磁弁

⽔分ｾﾝｻ かん⽔ ﾁｭｰﾌﾞ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝで
かん⽔を制御

動噴による防除 マルチシート剥し
(自動かん水装置付) 給水スタンド

ドリップチューブ

液肥混入器施設

＜JAながさき⻄海選果基準＞
選果基準未満

糖度12度以上

糖度13度以上

糖度14度以上

レギュラー品

出島の華

○ かんがい施設整備により反収が
2,632kg/10a⇒3,027kg/10aに増加し、
農業所得が18％増加。

○ ブランド化の取組により平成28年度
に「天皇杯」を受賞。

0.0
100.0
200.0
300.0
400.0
500.0

現況 計画
防除用水運搬 かん水

マルチシート張り剥がし マルチシート更新

土壌肥料施肥（固形） 葉面散布（ＳＳ）

除草

(時間／ha) 474時間/ha

254時間/ha
46%削減

※マルドリ方式：周年マルチ点滴潅水同時施肥法

味まる

味っ⼦

防風ネット

共同トイレ 24



○ 地域団体「夢ランド十町」は、メン
バーの約半数が女性で構成され、
現会長も女性。

○ 基盤整備を通じた労力削減によ
る「余剰労働力」を活かし、地域の女
性を中心に高齢者等への配食事業、
子供向け農業体験、マルシェ、都市
農村交流事業など様々な取組を行
い、地域が活性化。Ｒ３年「農業農村
整備優良地区コンクール」で農村振
興局長賞を受賞。

○ 記録の残るＨ16年以降、33団体、
700名以上の視察を県内外から受入
れ。

○ 企業や農業生産法
人の参入により、地元
に新たな雇用が創出。

【ベビーリーフ13人、農産
品加工20人】

○ 地域活動の活性化
により地域外にも「十町
ファン」が拡大し移住者
が増加。【移住家４戸】

○ 基盤整備により営
農環境が整ったこと
で、企業や法人等に
よる組織経営体が増
加。【５経営体増加】

○ 農地の汎用化によ
る高収益作物の導入
や企業等の参入によ
り農家所得が向上。
【3.7倍に増加】

○ 基盤整備の実施により営農環境
が大きく改善したことで、「余剰労働
力」が発現し、地域の女性達による活
動が活性化。移住者も増加。

○ 事業を契機として、高収益作物の
作付面積拡大や企業等の参入によ
る新たな雇用が創出。

○ 地域の更なる発展を目指して、営
農組合を設立。（Ｒ２）

【整備前】
ほ場区画は、狭

小（平均９ａ）かつ
不整形で、更に農
道も狭く、水路は
用排兼用の土水
路のため、営農に
多大な労力が必要。

農地の集団化や農
道、用排水路の整備
を実施したことで、農
地の汎用化と大型機
械の導入を実現し、営
農環境は大きく改善。

【熊本県玉名郡和水町】地域団体「夢ランド十町」を核とした「みんなが主役のむらづくり」

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

○主要作物
・水稲、WCS、いちご、ベビーリーフ 等

○主な支援施策
・県営ほ場整備事業（H14～H19）

・多面的機能支払交付金（H19～）

・中山間地域等直接支払（H12～）

ほ場整備により営農環境が大きく改善

（H14年～H19年）
基盤整備

生

産

現

場

町内最大級の営農組合設立

地
域
の
取
組

○ 農地を効率的かつ総合的に利用
し、地域農業の振興と農業所得の
向上を図ることを目的に、町内最大
級の「十町営農組合」を設立。法人
化を目指して機械の共同利用など
を開始。

た ま な ぐ ん な ご み ま ち

地域団体「夢ランド十町」と女性の活躍

新たな雇用の創出と移住者の増加

組織経営体数と農家所得の推移

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

○位置
熊本県玉名郡和水町

たまなぐんなごみまち

熊本県
十町地区

じっちょう

高齢者向け配食事業

和水町マスコットキャラクター
「なごみん」と夢ランド十町の

池上会長

十町営農組合設立総会

移住者による空き家
を活用した宿泊施設

ベビーリーフのハウス

整備前（９a区画）整備後（20a区画）
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○ 畑の作業は女性が主に行っ
てきたが、基盤整備により女性
達の作業効率化が図られ、労
働負担の軽減等につながった。

○ にんじんを核とした
地域づくりに積極的に
取り組み、婦人会等に
よる料理考案、加工品
開発を実施。

○ 基盤整備により、
生産組合のにん
じん作付面積と販
売額が増加。

○ 畑地かんがい施設の整備を契機
に、さとうきび主体の農業からにんじ
ん等の高収益作物に転換。

○ 地域の関係者が一体となって、に
んじんの品質、栽培技術の向上に取
り組み、地元産のにんじんを「美らキ
ャロット」と命名し、各種イベントの実
施等によりブランド化に成功。

○ 農作業の効率化を図ることで、女
性の活躍を促進し、農産物の加工品
づくりも行い付加価値向上に取り組ん
でいる。

【整備前】
地域一帯は河川が

なく、度々干ばつの被
害を受け、ほ場も不整
形で狭小であったた
め作業効率も悪く、農
業生産の厳しい環境
下にあった。

ほ場や畑地かんがい施設の整備により
農産物の安定生産、園芸作物の生産振興が
図られた。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

農産物の安定生産と生産振興

基盤整備
（H11年～H22年）

生

産

現

場

品質向上への取組により県の拠点産地に認定

地
域
の
取
組

○ 農家、市、JAが中心となっ
た支援チームを結成し、にん
じんの品質向上のため、品種
の統一、技術実証展示ほ場
の設置、栽培講習会を実施。

○ 栽培技術の向上等に取り
組んだ結果、定時・定量・定品
質の出荷ができる拠点産地と
して沖縄県が認定。

女性の活躍

作付面積、販売額の向上

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍【沖縄県糸満市】基盤整備を契機とした「美らキャロット」ブランドの確立
いとまんし

○位置
沖縄県糸満市

いとまんし

沖縄県

喜屋武地区
きゃん

○主要作物
・さとうきび、レタス、にんじん

○主な支援施策
・国営かんがい排水事業(H4～H17)

・県営畑地帯総合整備事業（H11～H22）

令和3年度 うまんちゅ市場
年間来客者：73万人
年間売上高：約15億円
登録会員：1,183名

ちゅ

○ ＪＡが「地産地消」を合い
言葉に県内初のファー
マーズマーケット「うまん
ちゅ市場」をH14に糸満市
に開設し、地域の農産物
等を販売。「美らキャロッ
ト」は、根菜類で一番の売
上げ。

○ コロナ状況下の令和3年
度でも「うまんちゅ市場」は
販売高15億円を維持。

整備後

○ JAおきなわは、「美らキャロット」を沖縄ブランド
として商標登録(H21)。

にんじんの収穫状況

料理考案、加工品の製造・販売

にんじんの出荷状況

地域経済の活性化
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うまんちゅ市場

整備前

うまんちゅ市場販売中
「美らキャロット」



土地改良事業を契機とした農村振興事例集
バックナンバー（vol.1～vol.８）

・ 中山間地域における優良事例集（vol.1）（平成28年６月）

・ 高収益な農業の実現に向けた取組事例集（vol.2）（平成28年12月）

・ 高収益な農業の実現に向けた取組事例集（vol.3）（平成29年8月）

・ 高収益な農業の実現に向けた取組事例集（vol.4）（平成30年3月）

・ 活力あふれる農村地域の発展事例集（vol.５）（平成31年3月）

・ 活力あふれる農村地域の発展事例集（vol.６）（令和元年12月）

・ 活力あふれる農村地域の発展事例集（vol.７）（令和３年３月）

・ 活力あふれる農村地域の発展事例集（vol.８）（令和４年３月）

 バックナンバーについても、農林水産省HPで公表しています！

（公表先URL）
http://www.maff.go.jp/j/nousin/sekkei/kousyueki-zirei.html
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【お問合せ先】
農林水産省農村振興局整備部設計課
〒100-8950 東京都千代田区霞が関1-2-1
TEL：03-3502-8695（直通）
FAX：03-5511-8251


